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Ⅰ 平成１５年度の納付実績 
 
○ 納 付 率 

平成１５年度の現年度分にかかる納付率は 63.4

加。過年度分にかかる納付率は 4.9％（3.4％＋1.

の増加。その結果、現年度分及び過年度分を合わせ

1.9 ポイントの増加となった。 

 平成１３年度 平成１４

現年度分 ７０．９％ ６２．

前年度分   ２．５％   ２．

前々年度分   １．５％   １．

計 ７４．９％ ６６．
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○ 納 付 月 数   
  平成１５年度中に納付された保険料のうち、現

月の 

減少となったが、過年度分にかかる分は、前年度

を含 

む納付月数全体は、前年度を２０２万月上回った。

納付月数の推移
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○ 納 付 対 象 月 数  ２億１，２７６万月
平成１６年７月２８日 15:00 解禁
社 会 保 険 庁 

％であり、前年度比 0.６ポイントの増

5％）であり、前年度比 1.3 ポイント

た納付率は 68.3％となり、前年度比

年度 平成１５年度 

８％ ６３．４％ 

３％   ３．４％ 

３％   １．５％ 

４％ ６８．３％ 

後の収納対策 

年度にかかる分は、前年度比１３５万

比３３７万月の増加となり、過年度分
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度 １５年度

前々年度分

前年度分

現年度分

37万月 14.539万月

 

（前年度比△２．０％） 



  
注              納 付 月 数 
    納付率（％）＝               × １００ 
             納 付 対 象 月 数 
 
※ 納付対象月数とは、当該年度分の保険料として納付すべき月数（全額免除月数及び学生
納付特例月数は含まれない）であり、納付月数はそのうち当該年度中（翌年度４月末まで）
に実際に納付された月数である。 

 

 

 

 

 

 平成１５年度は「国民年金特別対策本部」を設置し、全省をあげ

て保険料収納対策に取り組んだところである。 

その結果、納付率及び過年度分を含む納付月数ともに若干ではある

が平成１４年度を上回った。 

しかしながら、厳しい経済状況の下、現年度分の納付月数が平成１

４年度を下回るなど、目標達成に向けたさらなる取り組みが必要であ

ると認識しており、引き続き、被保険者の年金権確保に向けた効果的

な対策を実施するなど、なお一層の努力を傾注していくこととしてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 



３ 

 

Ⅱ 平成１５年度の収納対策 

 

平成１４年度の納付実績が厳しい状況にあるという認識の下、地方社会保険

事務局及び社会保険事務所の体制を強化し、次のような収納対策を実施してき

た。 

 

１．国民年金特別対策本部の設置と目標の設定 

⑴ 平成１５年８月に『国民年金特別対策本部』を本省に、それ以降、順次

地方社会保険事務局に設置し、 

①要因分析を踏まえた新たな個別収納対策を実施するとともに 

②保険料納付は国民の義務であるという意識の徹底を図り、 

着実な収納体制の確立に取り組んできた。 

 

⑵ この取組の実効をあげるため、平成１９年度の納付率８０％という中長

期的な目標を設定し、その目標の達成に向けて、収納体制の整備（国民年

金推進員を３年で倍増等）や社会保険事務所ごとの実績管理を行い、計画

的対策を実施し、制度に対する不安感、不信感を払拭し、国民の年金制度

に対する信頼を回復するべく取り組んできた。 

 

○ 納付率が低調な地域をかかえる地方社会保険事務局及び社会保険事務

所を、収納対策強化事務局及び収納対策強化事務所に指定し、本庁による

重点的な指導、支援を実施してきた。 

・ 収納対策強化事務局（８事務局） 

  青森、東京、大阪、兵庫、福岡、長崎、宮崎、沖縄 

・ 収納対策強化事務所（２２事務所） 

  札幌東、函館、室蘭、苫小牧、仙台東、仙台南、平、郡山、水戸南、

宇都宮西、浦和、春日部、横浜中、川崎、高津、熱田、中京、下京、

高知東、広島東、熊本西、鹿児島北 

   ＊ 詳細は別紙１参照 
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２．未納者に対する地道な納付督励対策 

⑴ 未納保険料納付勧奨通知書（催告状）の送付 

・ １ヶ月でも未納となった被保険者１，０１０万人に対し、年６回、

納付督励を実施した。 

 

⑵ 電話による保険料の納付督励を実施 

・ 催告状によっても納付に結びつかなかった者のうち電話番号が判明

している３４０万人に対し、納付督励を実施した。 

 

⑶ 戸別訪問による保険料の納付督励、収納を実施 

・ 催告状及び電話によっても納付に結びつかなかった未納者５１０万

人に対し、社会保険事務所職員及び国民年金推進員（１，９４８人）

が戸別訪問を行い、納付督励及び保険料収納を実施した。 

 

⑷ 集合徴収窓口の拡大 

・ 市町村との連携を図り、役場、スーパーなどで納付相談等と合わせ

て行い、１６万人が来場した。 

 

３．納付しやすい環境づくり 

⑴ コンビニエンスストア等での保険料収納の開始 

・ 被保険者、特に若年層の利便性の向上を図るため、１６年２月から

コンビニエンスストアでの保険料収納を可能とし、延べ５万件の利用

があった。 

 

⑵ 口座振替の利用を勧奨 

・ 口座振替を積極的に勧奨したものの、引き続く経済の低迷、若年被

保険者の増加等により口座振替の利点を十分周知しきれず、利用率は

前年度と比べて０．１ポイント低下し、３５．１％にとどまった。 
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４．地域に根ざした収納活動の強化等 

⑴ 納付協力組織等の活用 

 ・ 地域に根ざした公的機関や同業者団体への収納業務の委託について

働きかけを行い、商工会については、都道府県単位での意向確認を行

った。 

 ・ ほとんどの社会保険事務所において、社会保険事務局の協力を得て

市町村への免除該当情報の提供等を依頼した。（しかしながら、なお

協力を得られない市町村があった。） 

 

⑵ 国民年金委員の設置 

・ 国民年金制度に対する信頼感を醸成し、納付意識の高揚につなげる

ため、民間有識者からなる国民年金委員を３５社会保険事務局で６，

０７４人に対して社会保険庁長官が委嘱した。 

 

 

５．年金広報の充実及び年金教育の推進 

⑴ 年金広報の充実 

・ 年金週間（１１月６日～１２日）を中心に各社会保険事務所が、地

域に密着した広報を実施した。 

・ 保険料の納付を呼びかけるポスターの駅貼り、電車の中吊り、若者

向け情報誌への広告掲載、インターネットを利用した広報を実施した。

・ なお、有名俳優を起用した大規模テレビＣＭ等の広報は、厳しいコ

スト意識等を持って、十分にその意義、必要性を検証すべきとの指摘を

受け、今後の年金広報のあり方の検討など厳しい課題を残す結果となっ

た。 

 

⑵ 年金教育の推進 

・ 年金教育をさらに推進するため、学校関係者との年金教育推進協議会

を３２の社会保険事務局に設置した。 

・ 年金制度の副読本などを使用し、中学・高校の教員を対象に７，４

６４校（１４年度５，９２９校）で、生徒を対象に３，１７０校（１

４年度３，０１７校）で年金セミナーを実施した。 



６ 

 

６．強制徴収の実施 

○ 督促状の送付、差押えの執行 

・ 保険料の負担能力が有りながら、世代間連帯の下の納付義務を果た

さず、他の被保険者の納付意欲にも悪影響を与えかねない滞納者

を９，６５４人選定し、最終催告状を送付した。このうち、納付に応

じない３９４人について督促状を送付し、２９人に対して差押えを執

行した。 

 

＊ 詳細は別紙２参照
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Ⅲ 平成１６年度以降の収納対策強化 

 

平成１５年度の納付実績は、昨年度同様厳しい状況にあるという認識の下、

本省及び地方社会保険事務局の『国民年金特別対策本部』設置を継続し、 

 

① 中長期的な目標（平成１９年度の納付率８０％）に向けて基本的な収納

対策の充実強化を図る。 

② 納付率が低調な地域をかかえる社会保険事務局・事務所への収納対策強

化事務局・事務所の指定を増やし、本庁による重点的な指導、支援をより

強力に行うなど、さらなる収納対策の強化を図る。 

 

など、引き続き全省をあげて取り組む。 

合わせて、収納体制の整備（国民年金推進員を平成１８年度までの３年間で

の倍増）や社会保険事務所ごとの実績管理を継続して行うとともに、国民年

金制度及び制度運営に対する国民の厳しい批判を真摯に受けとめて、国民の

年金制度に対する信頼を回復すべく、社会保険庁一丸となって収納対策の徹

底した実施を図る。 

 

１．基本的な収納対策の充実強化 
 

○ 平成１６年度においても、引き続き平成１５年度から実施している基

本的な収納対策について、次のような充実強化を図り、納付に結びつけ

る。 

 

・ 未納者一人ひとりに対し催告状、電話、戸別訪問等の納付督励活動を

強化する。 

 

・ 国民年金推進員の増員を図り、戸別訪問による納付督励活動の充実を

図る。 

 

・ 免除制度及び学生納付特例制度等の周知を図る。 

 

・ 年金広報の充実及び年金教育を推進する。全国に年金教育推進協議

会を設置する。また、大学における年金教育の実現を検討する。 
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・ 保険料の負担能力が有りながら、世代間連帯の下の納付義務を果た

さず、他の被保険者の納付意欲にも悪影響を与えかねない滞納者につい

て、１６年度も引き続き強制徴収を実施する。なお、法律改正による所

得情報の取得が１６年１０月から可能となることから、その情報を活用

し、前年度を上回る３万件程度の最終催告状の送付を行うこととする。

 

 

２．さらなる収納対策強化のための取り組み 

 

⑴ 収納対策強化事務局・事務所の指定の拡大 

 

  ＊ 収納対策強化事務局・事務所の指定については、別紙３参照 

 

⑵ 保険料納付意識の徹底 

 

① 納付額証明書の発行          【１６年度実施予定】

   ・ 保険料納付実績のある全被保険者について、国民年金保険料納

付額証明書を発行する。 

 

② 所得情報の取得            【１６年１０月実施】

・ 全市町村への情報提供を依頼し、強制徴収や免除周知を的確に

実施する。 

    

 

⑶ 納付しやすい環境づくり 

 

① コンビニエンスストア等の活用 

・ 被保険者、特に若年層の利便性の向上を図るため、コンビニエ

ンスストアでの保険料収納について引き続き周知する。 

・ １６年４月から可能となったインターネットバンキングによる

保険料収納についても周知を図る。 

 

② 未納者への納付状況の通知        【１６年１０月実施】

・ 催告状に納付月数等の納付状況を追加し、本人宛てに通知する。
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③ 未納者・失業者に対する免除制度の周知徹底 

・ 市町村と連携し、所得情報を活用した未納者への免除申請の勧

奨及び免除制度の周知を行う。 

・ １５年度に社会保険事務局及び事務所を通じて大多数のハロー

ワークに免除のチラシを置くなどしたが、１６年度はさらに総て

のハローワークを通じて失業者に対する特例免除制度の周知及び

徹底を図る。 
 

 

⑷ 納付協力組織の活用等 
 

① 地域の特性に応じた納付強力組織等の活用 

・ 継続して商工会との保険料収納業務の委託について検討すると

ともに、１５年度未接触の業界団体（国保組合、医師会、弁護士

会等）への保険料収納業務の委託についての検討を行う 

   ・ 町内会長等を特別国民年金推進員に任命し、収納の強化を図る。

  （注）特別国民年金推進員とは、国民年金推進員と違って、地域における

自治組織（自治会、婦人会、納税貯蓄組合等）に加入する被保険者等

特定の者に対する制度周知、納付督励、保険料収納等を戸別訪問によ

り行う推進員のこと。 

   ・ 社会保険事務所における納付協力組織との連絡・調整機能を強

化する。 

 

  ② 国民年金基金との連携 

・ 国民年金基金加入員について、国民年金保険料と基金掛金の 

一括口座振替の徹底を図る。 

 

③ 国民年金委員の全事務局での設置 

・ 地域に根ざした啓発活動を推進するため、民間有識者からなる

国民年金委員を全社会保険事務局で社会保険庁長官が委嘱（小学

校区に複数名）して設置する。これにより、国民年金制度に対す

る信頼感を醸成し、納付意識の高揚につなげる。 
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３．制度改正等による収納対策 

 

① 口座振替の促進 

・ 口座振替の利用率を高めることは収納の安定に寄与するばかり

でなく、業務の効率化にも資することとなることから、口座振替

のより一層の促進を図る。 

・ 口座振替割引制度を導入する。      【１７年４月実施】

・ 資格取得届書と口座振替申出書の一体化など、口座振替手続き

の簡素化について検討する。 

 

② 若年者に対する納付猶予制度の導入    【１７年４月実施】

・ 低所得である若年者について、親などの世帯主の所得にかかわ

らず保険料納付を猶予。 
 

③ 多段階免除制度の導入          【１８年７月実施】

・ 負担能力に応じたきめ細かな免除制度の導入（５段階：全額免

除、３／４免除、１／２免除、１／４免除、全額納付）。 
 

④ 申請免除の所得基準の見直し       【１７年７月実施】

・ 単身世帯の免除基準の緩和など世帯類型の均衡を図る見直し。

 

⑤ 申請免除・学生納付特例の承認期間の遡及 【１７年４月実施】

・ 申請月の前月からとなっている申請免除・学生納付特例の承認

期間の始期を原則として直前の７月・４月に変更。 

 

⑥ 年金個人情報の定期的な通知（ポイント制） 

【２０年４月実施】

・ 被保険者に保険料納付実績や年金見込額等の年金個人情報を定

期的に通知する。その際、保険料納付実績を点数化してお知らせ

する仕組み（ポイント制）を導入。 

 

 

 



別紙１ 

 

平成１５年度の収納対策強化事務局・事務所の実施状況 

 

【全体的な状況】 

 

○ ８月４日下記事務局・事務所を収納対策強化事務局・事務所に指定 

＜事務局指定＞ 

青森、東京、大阪、兵庫、福岡、長崎、宮崎、沖縄（８事務局） 

＜事務所指定＞ 

札幌東、函館、室蘭、苫小牧、仙台東、仙台南、平、郡山、水戸南、宇都宮

西、浦和、春日部、横浜中、川崎、高津、熱田、中京、下京、高知東、広島

東、熊本西、鹿児島北（２２事務所） 

 

○ 年金保険課及び地方課職員による支援チームを編成（４チーム） 

 

○ ８月～９月の間に収納対策実施計画策定の打合せを実施 

 

○ １１月～１月の間に各事務局・事務所へ出向き、現地会議に参加するなどに

より、進捗状況の把握と計画の見直し等個別的な推進方法について指導・助言 

 

【本庁支援の内容】 

 

○ 支援チームによる１５年度収納対策実施計画（具体的な月別行動計画等） 

策定の打合せを実施し、当該計画に基づく２ヶ月毎の進捗管理を実施（９月、

１１月、１月、３月、５月） 

 

○ 地域特性に応じた特別対策に要する経費を別途支援するとともに、当該地域

に手厚い広報を実施 

 

【指定事務局・事務所の取り組み結果】 

 

○ 総ての指定事務局及び指定事務所で、現年度分及び過年度分を合わせた納付

率が前年度より上昇した一方、１つの指定事務所（郡山社会保険事務所）で現

年度分にかかる納付率が前年度より減少した。 

 

  ○ 各事務局、事務所毎の取り組み結果は別添参照。 

 



収納対策強化事務局の取り組み状況等

事務局
納　　付　　率

取り組み結果
区分 14年度 15年度 増減

青　森

現年度 57.9% 60.8% 2.9%
　集合徴収、戸別訪問の夜間・休日の実施。医療関係団体、
調理師会、理美容師会と連携した文書納付勧奨等により、納
付率は上昇した。

過年度 3.2% 4.1% 0.8%

計 61.1% 64.9% 3.7%

東　京

現年度 57.3% 58.2% 0.8% 　１４年度から継続している優良納付者及び納付実績者の確
保に向けた対策（納付者数の拡大、口振加入者の拡大）に加
え、１５年度は新たに中長期未納者への督励を実施し、前年
並みの納付月数（１，６１２万月）の確保が図られた。

過年度 4.8% 6.3% 1.5%

計 62.2% 64.5% 2.3%

大　阪

現年度 53.3% 54.1% 0.8% 　事務局特別対策班の推進員を納付状況が悪い大阪市に集中
投入、14年4月からの未納者に対して職員及び推進員が10～12
月集中的に戸別訪問を実施及び４０歳以上の１５年度新規未
納者に納付書付き催告状を送付するなどの収納対策を行い、
納付率はやや上昇した。

過年度 3.9% 5.5% 1.5%

計 57.2% 59.6% 2.3%

兵　庫

現年度 60.0% 61.0% 1.0% 　前年度免除者を対象に市町村と連携し、免除可能な未提出
者に免除勧奨を行った（８８のうち、４６市町村で独自に勧
奨、２３市町村から免除該当情報の提供）。それにより、納
付率はやや上昇した。

過年度 3.4% 4.9% 1.6%

計 63.4% 66.0% 2.6%

福　岡

現年度 59.4% 60.6% 1.2% 　納付組織が多くあった地域の事務所窓口の夜間延長、20歳
到達（職権適用）者への戸別訪問による納付指導及び福岡
市、北九州市の広報の強化（リビング誌等）等により納付率
は上昇した。

過年度 3.5% 4.7% 1.2%

計 62.9% 65.3% 2.4%

長　崎

現年度 60.1% 60.8% 0.7%
　１３年度及び１４年度申請免除者へダイレクトメールによ
る勧奨を行い、未提出者にはさらに電話勧奨（都市部のみ）
等を行い、ほぼ前年度並みの納付率を確保した。

過年度 2.6% 3.7% 1.1%

計 62.7% 64.6% 1.9%

宮　崎

現年度 59.6% 59.9% 0.3% 　個々に電話督励と戸別訪問の計画数を提示して収納対策を
行うとともに、宮崎社保、延岡社保を県独自に強化事務所に
指定し、事務局による重点指導を行ったが、ほぼ前年度並み
の納付率にとどまった。

過年度 2.8% 4.2% 1.3%

計 62.4% 64.1% 1.6%

沖　縄

現年度 38.7% 43.2% 4.5%
　ほとんどの市町村の協力により免除該当者情報を把握し、
電話、戸別訪問による勧奨の結果、納付率の上昇につながっ
た。また、他の事務局に先駆けて強制徴収を実施した。

過年度 3.9% 4.6% 0.7%

計 42.5% 47.7% 5.2%

指　定
事務局
全　体

現年度 56.4% 57.6% 1.2%

過年度 4.1% 5.4% 1.4%

計 60.5% 63.0% 2.5%

（注）　納付率の増減は、端数処理のため一致しないことがある。



区分 14年度 15年度 増減

現年度 55.2% 59.4% 4.3%

過年度 4.8% 6.9% 2.1%

計 60.0% 66.3% 6.3%

現年度 59.9% 61.8% 1.9%

過年度 3.6% 4.7% 1.2%

計 63.5% 66.5% 3.0%

現年度 59.7% 64.6% 4.9%

過年度 3.7% 4.4% 0.7%

計 63.4% 69.0% 5.6%

現年度 57.6% 63.1% 5.5%

過年度 3.8% 4.4% 0.7%

計 61.4% 67.5% 6.1%

現年度 56.9% 59.4% 2.5%

過年度 3.9% 5.4% 1.5%

計 60.9% 64.8% 4.0%

現年度 59.4% 61.7% 2.4%

過年度 3.8% 4.8% 1.0%

計 63.2% 66.6% 3.4%

現年度 59.4% 59.0% ▲0.4%

過年度 2.8% 4.2% 1.4%

計 62.2% 63.3% 1.0%

現年度 58.5% 61.5% 3.0%

過年度 3.5% 4.8% 1.4%

計 61.9% 66.3% 4.4%

現年度 59.2% 59.5% 0.3%

過年度 2.2% 3.7% 1.5%

計 61.4% 63.2% 1.8%

現年度 58.8% 59.8% 1.0%

過年度 4.2% 5.5% 1.3%

計 63.0% 65.3% 2.2%

現年度 58.8% 60.3% 1.5%

過年度 3.9% 5.8% 1.9%

計 62.7% 66.1% 3.4%

現年度 59.4% 59.8% 0.4%

過年度 3.7% 5.3% 1.6%

計 63.1% 65.1% 2.0%

納　　付　　率

収納対策強化事務所の取り組み状況等

　届書の入力処理の事務センターへの集約、収納専
従班の設置、電話納付督励の対象範囲の拡大（中期
未納者）、集合徴収の工夫（実施回数の増加、年末
実施、夜７時までの延長、土曜日開設等）等により
浦和・春日部事務所ともに納付率が上昇した。

　長期未納者について３年計画で完全接触を図る。
戸別訪問、電話督励の納付約束者のフォローを３ヶ
月毎に実施。夜間土日の職員の対応等により納付率
は上昇した。

　保険料収納対策３ヶ年計画（２年次目）にもとづ
く収納対策。48～59歳の１４年度未納者を職員が
分担し、催告状の送付、電話納付督励、戸別訪問の
反復実施を行うなどにより納付率の計（現年度・過
年度の計）は増加したが、前半での取り組み遅れが
影響し、郡山事務所の現年度納付率は前年度を下
回った。

　転入者等の多い鹿島、行方地区を重点対策として
収納対策等を進めた結果、納付率は1.7％上昇した
が、他の市町村で下落があり、全体的にはほぼ前年
度並みの納付率にとどまった。

　納付書を同封した独自の催告状や文面を工夫した
集合徴収案内状を送付。体制整備を行い、電話、戸
別訪問、集合徴収の実施回数の増加。若年層に対す
る催告文書の送付。納付約束不履行者等に対する特
別催告状の送付。収納強化市町の指定及び当該市町
における集合徴収の強化。免除勧奨の充実（未申請
者への再勧奨）等により総ての事務所で納付率が上
昇した。

　届書入力委託の的確な実施等による収納体制の強
化、未納者分類による的をしぼった納付督励、電話
納付督励と連動した納付督励、免除・学生納付特例
制度の周知強化等により仙台東・仙台南事務所とも
に納付率が上昇した。

事務局（事務所名） 取り組み結果

北海道(室蘭)
[室蘭市､登別市､伊達市､虻田
郡､有珠郡]

北海道(苫小牧)
[苫小牧市､日高支庁管内､虻田
郡を除く胆振支庁管内]

北海道(札幌東)
[白石区､東区､豊平区]

北海道(函館)
[函館市､渡島支庁管内､桧山支
庁管内]

茨城（水戸南）
[笠間市、鹿嶋市、東、西茨城
郡、鹿島郡、行方郡]

栃木（宇都宮西）
[宇都宮市、鹿沼市、河内郡、
西方町、粟野町]

宮城(仙台東)
[宮城野区、塩釜市、多賀城
市、宮城郡]

福島（郡山）
[郡山市、須賀川市、岩瀬郡、
石川郡、田村郡]

宮城(仙台南)
[若林区､太白区､岩沼市､名取
市､亘理郡]

福島（平）
[いわき市、双葉郡]

埼玉（春日部）
[春日部市、岩槻市、草加市、
越谷市、久喜市、八潮市、三
郷市、蓮田市、幸手市、吉川
市、南埼玉郡、北葛飾郡]

埼玉（浦和）
[川口市、蕨市、戸田市、鳩ヶ
谷市、さいたま市旧浦和市]



区分 14年度 15年度 増減

納　　付　　率
事務局（事務所名） 取り組み結果

現年度 59.6% 60.4% 0.7%

過年度 4.8% 6.3% 1.5%

計 64.5% 66.7% 2.2%

現年度 52.9% 53.9% 1.0%

過年度 3.4% 4.6% 1.2%

計 56.3% 58.6% 2.2%

現年度 56.7% 57.9% 1.1%

過年度 4.1% 5.4% 1.3%

計 60.8% 63.2% 2.4%

現年度 57.6% 58.1% 0.5%

過年度 2.8% 4.3% 1.6%

計 60.4% 62.4% 2.0%

現年度 58.8% 59.3% 0.5%

過年度 4.6% 6.6% 2.0%

計 63.4% 65.9% 2.5%

現年度 58.1% 59.4% 1.3%

過年度 4.7% 6.1% 1.4%

計 62.8% 65.5% 2.7%

現年度 59.5% 60.9% 1.4%

過年度 3.8% 5.0% 1.2%

計 63.3% 65.9% 2.6%

現年度 58.6% 61.8% 3.2%

過年度 3.7% 5.7% 2.0%

計 62.3% 67.5% 5.2%

現年度 59.1% 60.8% 1.7%

過年度 3.6% 5.5% 1.9%

計 62.7% 66.3% 3.6%

現年度 58.1% 60.1% 2.0%

過年度 3.9% 5.1% 1.2%

計 62.0% 65.2% 3.2%

現年度 58.4% 59.8% 1.4%

過年度 3.7% 5.2% 1.5%

計 62.1% 65.1% 2.9%

指定事務所全体

（注１）　「事務局（事務所名）」欄の下段の郡市区町村名は、事務所の管轄地である。
（注２）　納付率の増減は、端数処理のため一致しないことがある。

　職員を収納対策班と適用班に分けて収納体制の整
備を図り、２０歳到達月の翌月に戸別訪問を行い、
納付指導や免除指導による未納期間の発生防止、集
合徴収の夜間実施等により納付率は上昇した。

　２０歳到達者を中心に職員、収納指導員による戸
別訪問と電話納付督励の実施。２４歳以下の未納者
に対して１１月に納付書とパンフレットを同封して
送付する等により前年度を上回る納付月数を確保
し、総ての事務所で納付率が上昇した。

　名古屋市、管轄区役所の協力を得て前年免除者、
前年学生納付特例者へ勧奨を実施。集合徴収の夜間
実施等により納付率が上昇した。

　随時前納も含めた前納勧奨の実施。土・日・夜間
の集合徴収の実施等により前年度を上回る納付月数
を確保し、中京・下京事務所ともに納付率が上昇し
た。

　２０歳到達者への訪問面談による制度周知及び納
付督励。集合徴収の受付時間の拡大。対象者を絞っ
た納付勧奨等を行い、前年度を上回る納付月数を確
保し、納付率が上昇した。

　市町村との連携強化、免除未届者への戸別訪問、
社会保険事務所・量販店での集合徴収（土日開催を
含む）、所長名の封書による納付督励の実施等によ
り納付率は上昇した。

神奈川(横浜中)
[西区､中区]

神奈川(川崎)
[川崎区､幸区]

　職員５名のプロジェクトチームを設置して戸別訪
問を実施するなど最大の未納者を有する熊本市に重
点を置いた収納対策等により納付率は上昇した。

神奈川(高津)
[中原区､高津区､多摩区､宮前
区､麻生区]

愛知（熱田）
[熱田区､中川区､港区]

京都（中京）
[中京区､東山区､山科区]

京都（下京）
[下京区､南区]

広島（広島東）
［中区、安佐南区、安佐北
区］

鹿児島(鹿児島北)
［鹿児島市、西之表市、鹿児
島郡、日置郡、熊毛郡］

高知（高知東）
［高知市、土佐郡］

熊本（熊本西）
［熊本市、山鹿市、菊池市、
鹿本郡、菊池郡］



(別紙２)

平成１５年度における強制徴収の実施状況について

最 終 催 告 状 ９，６５４件

数次にわたる個別訪問による納付特例

未 納 者
納 付 等

未接触(不在)、非該当判明者督促対象者

５，６６６件 ３，５９４件３９４件

督 促 状 ３９４件

戸別訪問による最終的な納付特例

未 納 者納 付 等

１７１件２２３件

財産調査による差押対象者の絞り込み等

差押予告通知書 ７０件

差 押 執 行 ２９件

(注) 数値は、平成１６年６月３０日現在の件数であり、引き続き、納付約束の不履行者など、未納と

なっている者に対しては、本人との接触や財産調査の実施等、差押執行をも念頭に置いた督促を

現在も進めているところ。



別紙３ 

 

１６年度の収納対策強化社会保険事務局等の指定について（案） 
 

 

１．収納対策強化社会保険事務局の指定 

（管内すべての社会保険事務所が収納対策強化社会保険事務所） 

 
○ 選定基準 

  平成１５年度納付率（過年度納付率を含む）が、下位１０番まで

の事務局 

 

 

 

 

 

 

 

青森、茨城、栃木、東京、大阪、兵庫、福岡、長崎、宮崎、沖縄 
 

 

 

２．収納対策強化社会保険事務所の指定 

（収納対策強化事務局管内の事務所を除く） 

○ 選定基準 

平成１５年度納付率（過年度納付率を含む）が、下位１００番まで

の一定規模の社会保険事務所 

 

 

 

 

 

 

 

 

札幌東、仙台東、平、郡山、白河、浦和、春日部、千葉、木更津、 

佐原、川崎、高津、相模原、名古屋北、熱田、中京、下京、京都南、

大和高田、広島東、下関、大分、熊本西、鹿児島北 

（２４事務所） 
 

 

 

 
 

（注） 指定事務局の事務所数を含むと、１５年度は青森(4)、東

京(30)、大阪(21)、兵庫(10)、福岡(11)、長崎(4)、宮崎(4)、

沖縄(6)に２２事務所を加え、合計１１２事務所。１６年度

は青森(4)、茨城(5)、栃木(5)、東京(30)、大阪(21)、兵庫

(10)、福岡(11)、長崎(4)、宮崎(4)、沖縄(6)に２４事務所

を加え、合計１２４事務所。 

 


